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研究要旨 
現在、都道府県で地域医療構想の策定が進められている中、理学療法士・作
業療法士を中心としたリハビリ従事者の需給についても、人口構造の変化等に
応じた医療提供体制の構築に資するよう、検討が必要である。本研究では、理
学療法士・作業療法士の現在の勤務実態や、新たな医療の在り方やそれを踏ま
えた医療従事者の働き方等を踏まえ、理学療法士・作業療法士の将来需給の推
計を行うことを目的とした。 
本研究では、理学療法士・作業療法士の勤務実態及び働き方の意向等に関す
る調査を行った。また、過去に National Data Base等の医療データを活用し、
人口構造の変化を加味して算出した需要推計を基に、理学療法士・作業療法士
の勤務実態も踏まえた需要推計の検討を行った。さらに、過去に実施された、
医療従事者の養成数の年次推移、年齢階級別の就業率による供給数の将来推計
を基に、理学療法士・作業療法士の勤務実態も踏まえた供給推計の検討を行っ
た。 
その結果、理学療法士（PT）・作業療法士（OT）の 9割以上が常勤の被雇用
者として、臨床現場で働いていた。所属施設以外で兼務する者の割合は 3割以
下であった。6割以上が 4週 8休、1割程度が 4週 6休で勤務していた。1日に
担当する患者数は、6-10名が 48.7％と最多で、次いで 11-15名が 22.5％であっ
た。平均的な 1日の単位数は 16-20単位が 52.5％と最多で、次いで 11-15単位
が 15.8％、21単位以上が 12.1％であった。平均的な算定単位数を 1週間で検討
すると、91～100単位が 20.0％と最多で、次いで 81～90単位が 19.6％、101
単位以上が 14.6％、71～80単位が 10.0％であった。時間外労働は 2時間未満が
32.7％と最多で、次いで 2時間以上 4時間未満が 23.2％、4時間以上 6時間未
満が 12.4％であった。時間外労働なしと回答した者が 11％いた。時間外労働の
業務内容としては、報告書作成が 90.4％、会議･ミーティングが 54.2％、他職種
との情報交換が 44.7％の順に多かった。昨年度のリハビリ需要推計で用いた療
法士あたりの平均単位数と今回の調査で明らかになった療法士あたりの平均的
な単位数には大きな差は認められず、昨年度の需給推計値と類似した結果が得
られた。 

 
 
A．研究目的 
 適正な医療提供体制の構築を図る
ためには、高齢化や疾病構造の変化、
医療従事者の働き方等を踏まえた医
療従事者の確保を進めていく必要が
ある。 
本研究では、過去に行われた医療従
事者の需給推計結果を基に、理学療法
士・作業療法士の現在の勤務実態や、
新たな医療の在り方や働き方等を踏
まえ、理学療法士・作業療法士の将来

需給の推計を行うことを目的とした。 
 
 

B．研究方法 
１）理学療法士・作業療法士の勤務実
態及び働き方の意向等に関する調査 
日本理療法士協会と日本作業療法
士協会に協力を依頼し、それぞれの協
会から医療機関に勤務する会員を抽
出し、勤務地（都道府県）×年齢（5
歳刻み）×性別（男性/女性）でブロッ
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ク化したうえで各ブロックから 45％
の会員を無作為に抽出した。 
インターネットを利用し、無記名式
アンケート調査を実施した。設問は理
学療法士・作業療法士の勤務状況と働
き方の意向等に関するもので総数は
21問とした。 
 
２）理学療法士・作業療法士の需要推
計 
過去に National Data Base等の医
療データを活用し、人口構造の変化を
加味して算出した需要推計を基に、理
学療法士・作業療法士の勤務実態も踏
まえた需要推計の検討を行った。 
 
３）理学療法士・作業療法士の供給推
計 
過去に実施された、医療従事者の養
成数の年次推移、年齢階級別の就業率
による供給数の将来推計を基に、理学
療法士・作業療法士の勤務実態も踏ま
えた供給推計の検討を行った。 
 
 
C．研究結果 
 理学療法士（PT）・作業療法士（OT）
の 9 割以上が常勤の被雇用者として、
臨床現場で働いていた。所属施設以外
で兼務する者の割合は3割以下であっ
た。6割以上が 4週 8休、1割程度が
4週 6休で勤務していた。 

1日に担当する患者数は、6-10名が
48.7％と最多で、次いで 11-15 名が
22.5％であった。平均的な 1日の単位
数は 16-20単位が 52.5％と最多で、次
いで 11-15 単位が 15.8％、21 単位以
上が 12.1％であった。平均的な算定単
位数を 1週間で検討すると、91～100
単位が 20.0％と最多で、次いで 81～
90 単位が 19.6％、101 単位以上が
14.6％、71～80 単位が 10.0％であっ

た。 
時間外労働は 2 時間未満が 32.7％
と最多で、次いで 2時間以上 4時間未
満が 23.2％、4時間以上 6時間未満が
12.4％であった。時間外労働なしと回
答した者が 11％いた。時間外労働の業
務内容としては、報告書作成が 90.4％、
会議･ミーティングが 54.2％、他職種
との情報交換が 44.7％の順に多かっ
た。 
昨年度のリハビリ需要推計で用い
た療法士あたりの 1日（1週間）平均
単位数と今回の調査結果で明らかと
なった療法士あたりの 1 日（1 週間）
平均単位数には大きな差は認められ
ず、よって昨年度の需給推計値と類似
した結果が得られた。 
 
 
D．考察 
 昨年度の需要推計では、療法士ひと
りあたりの 1日（1週間）あたりの施
療提供量に一定の過程を置き、層別化
して推計を行ったが、今回の実態調査
で明らかとなった療法士ひとりあた
りの 1日（1週間）あたりの施療提供
量と違いがなかった。その理由として、
リハビリテーション料の算定におい
ては、1療法士あたりの 1週間の上限
算定単位数が決められているため、大
きな違いは生じていなかったと考え
られる。 
今回の理学療法士（PT）・作業療法
士（OT）の勤務状況と働き方の調査
結果は、単純集計のみとなっているの
で、今後は医療と介護別、職種別、年
代別、性別などにわけて、需給推計も
行う必要があると考える。 
 
 
E．結論 
 本研究の結果、昨年度の医療分野に
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おける需給推計値に大きく影響を与
える要因は見つからなかった。 
 
 
F．健康危険情報 
なし 
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